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『地方都市における観光インバウンドと不動産事業の創出』
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インバウンド（訪日外国人）の現状 【インバウンドの衝撃：牧野知弘著参照】

急増するインバウンドの実態・２０１５年の訪日外国人消費動向調査 【観光庁】

●2015年訪日外国人数は１,９７４万人（政府目標２０２０年２,０００万人を前倒しする勢い）

・対前年比対比：47％増加、5年前に比べて2.3倍に増加

・国際比較：2014年は世界で22位 アジアで7位 （1位はフランスで8,370万・中国は5,560万）

●消費額は３兆４７７１億円・１人当たり旅行支出は１７万６１８８円。

・ 内訳（宿泊費：8,974億、飲食費：6,420億、交通費：3,678億、サービス費：1,058億、買物：1.4兆）

●訪日客増加の原動力は中国＆ＡＳＥＡＮ系が８０％超（中国は２００３年比１０倍の伸び）

・国籍別：１位 中国（41％）２位 台湾（15％）３位 韓国（9％）4位 香港（8％）5位 米国（5％）

・訪問地傾向：アジア系は「地の利」大阪・九州、欧米系は「文化・歴史」京都、中国系は「大自然」北海道

●増加の要因 ①為替（円安） ②訪日ビザ要件の緩和 ③中間所得層の増加

・直接影響 ①商業施設の売上増加 ②ホテルの稼働率向上

・関節影響 ①観光拠点エリアの地価上昇 ②設備投資の拡大

■問題点：極端なホテル不足 【東京五輪では東京で約１万室不足を懸念】

・国内は慢性的なホテル不足：主要都市でホテル開発用地の獲得合戦が勃発

・東京・大阪・京都などの主要都市では絶対的な不足状態＝地方都市のホテル需要にも影響
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項目／年 2011 2012 2013 2014 2015 前年比

消費額 （兆円） 0.81 1.08 1.41 2.02 3.47 171%

旅行者数（万人） 622 836 1,036 1,341 1,974 147%



国内は慢性的なホテル不足に

1.主要都市のホテルの現状

●京都：常時「満室」状態 ➡外国人観光客の宿泊者数は481万人

・欧米中心だったインバウンドにアジア勢の割合が増加

●大阪：稼働率90％状態 ➡大阪から溢れた需要が高槻、神戸、奈良へ

・京都観光、ＵＳＪ、インバウンドの買い物客からの溢れ現象

●東京：客室単価が大幅に上昇 ➡変動宿泊料の設定、１１㎡程度の客室で数万円の事例も

・東京五輪開催時にはホテルが全く足りない状況に

■ホテルの新規開発だけでは「補えない」状況に

※【宮城県の宿泊施設タイプ別客室稼働率２０１５年】 全国で１２位（全国平均60.5％）

２．主要都市でホテル開発合戦が勃発

①ホテル開発のメリット：「一棟貨し」「空室リスク」「二番立地」

②高水準賃料の提示：「延坪20,000円台の賃料定時」「変動賃料の提示」

③コンバージョンの可能性：「オフィスのコンバージョン」「マンションのリフォーム」

■不動産関連業者は第一優先順位に「ホテル開発」を検討する状況
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主要都市でのホテル不足を地方都市で補う戦略が必要

全体 旅館 リゾートホテル ビジネスホテル シティホテル 簡易宿所

宮城県 62.2％ 47.8％ 41.8％ 74.3％ 70.4％ 34.7％



宿泊旅行統計調査 ２０１５年 【観光庁】
●延べ宿泊者数（全体）： ５億５４５万人（前年比＋6.7％） 【宮城県：１０８８万人（＋6.0％）１５位】
日本人：４．３９億人（前年比＋2.4％）【宮城県：１０６９万人】
外国人：６６３７万人（＋48.1％） 【宮城県：１９．０１万人（＋62.3％） ３２位】【全体の０．２８%】

全国内訳 （関東：2547万、近畿：1651万、九州：5480万、北海道：5480万、東北：59.1万 【全体の0.89％】）

●三大都市圏及び地方部における外国人延べ宿泊者数比較
対前年比：三大都市圏＋41.6％・地方部＋59.9％（地方部の伸びが顕著）

前年比で2倍以上になった県は5県（静岡県、佐賀県、茨城県、三重県、滋賀県）
●国籍別外国人延べ宿泊数
1位、中国 2位、台湾 3位、韓国 4位、香港 5位、米国 （上位5か国で全体70％）
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

観光統計概要 平成26年 【宮城県・経済商工観光部観光課】 単位：万人

●観光客入込数：５７４２万（＋173万）3.1％増加 ,      観光客宿泊数：８６２万（ー25万）2.8％減少
■宮城県外国人宿泊数１１７，１５０人 全国４，４８２万人 全国対比 0.26％

1位：台湾31,350人（31％）2位：中国11,550人（11.3％）3位：米国11,480円（11.2％）
4位：タイ7,840人（7.6％） 5位：韓国6,440人（6.3％） 6位：香港4,290人（4.2％）

※参考：県別宿泊施設数：宮城県６７３（２８位） 東京都２１１３（４位） 京都府８７９（１７位）
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観光数／観光地域 総 計 仙南圏 仙台圏 大崎圏 栗原圏 登米圏 石巻圏 気仙沼圏

観光客入込数 5,742 636.0 3,269.6 932.7 154.3 266.5 282.7 200.2

観光客宿泊客 862 66.5 638.3 87.8 11.0 5.2 18.4 34.0



今後のインバウンドの方向性

１.インバウンドは「量」から「質」へ
①リピーターの増加：買い物中心から文化歴史風俗等の体験へ
②地方への周遊：日本の自然、飲食等への興味関心
③富裕層の取り込み：潜在型観光の推進
④テーマ性の付与：体験型ツアー

２.地方空港がインバウンド受入玄関へ
・全国に展開する９７空港が外国人受入れ窓口として機能：外国人利用者は４５０万（23％）
・東京・大阪からＬＣＣを利用して気軽に地方都市に：アジアからは「若者」が多数来日
・ハブ空港の必要性：地方空港「空の駅」として「地方創生」の切り札に

３.クルーズ船による訪日客の激増
・クルーズ寄港数は９６５回（前年比48％増加） 訪日外国人数１１１．６万人（前年比２．７倍）
・クルーズ船は「宝船」：一回の寄港で１億円の売上見込み

４．統合型リゾートの必要性
・世界は大型施設による誘致合戦へ：カジノの合法化（世界では１２０か国が合法）
・超高級リゾート・医療ツーリズム：超富裕層の取り込み

５.これからの注目インバウンド関連業種 「レンタカー関連」「輸送関連」「ナビゲーション関連」

■インバウンドは新しい不動産事業創出の可能性を秘めている
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訪日外国人 消費額 地方への宿泊者 日本人消費額

２０２０年目標 ４０００万人 ８．０兆円 ７０００万人 ２１兆円

東北の観光復興 １５０万人泊 （２０１５年の３倍） 仙台市「復興観光拠点都市圏」に指定

インバウンド対応の開発型観光集客施設の検討



民泊ビジネスの可能性

■インバウンドの激増による宿泊施設不足に対して「民泊」の活用が注目されている。

１.民泊の定義（５つの民泊）

①「条例民泊」：国家戦略特区内で認定された「民泊条例」の民泊

②「体験民泊」：農業漁業林業などができる体験民宿

③「イベント民泊」：イベント等開催期間のみ認められる期間限定の民宿

④「別荘民泊」：遊休期間の別荘貸出し

⑤「ネット民泊」：インターネットのマッチングサイトを通じた民宿 【Ａｉｒｂｎｂ】

・現行制度上、実現可能な民泊は①②③になります。

２.民泊の問題点

①旅館業法違反：継続・反復して行うには旅館業の許可が必要

②マンション管理規約の問題：民泊禁止マンションや転貸禁止の規制

③近隣トラブル問題：不特定多数の外国人の出入り、騒音トラブル、ゴミだし問題等

３.民泊の方向性

①特区・条例：東京都大田区、大阪府等で認定

・「宿泊制限７～１０日」「区が事業者認定」「部屋面積２５㎡以上」「近隣説明」

②省令改正：旅館業法上の「簡易宿舎」での営業許可の義務付け

・「申請手続き簡素化」「１泊でもＯＫ」「客室延床面積緩和、１人３．３㎡」「一般住宅ＯＫ」

■不足する宿泊施設の「補助機能」として不動産ビジネスのメニューになりうる。
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空き家対策としての「民泊」活用

１.全国で空き家が増加

①全国で８２０万戸の空き家が発生：空き家率１３．５％

②賃貸住宅の空き家が増える首都圏：特に東京の空き家が急増＋３０％

・東京都内の空き家 内訳：マンション（６３％） 戸建て住宅（３７％）

・マンション空き家 内訳；賃貸用（８１．５％） 個人住宅（１１．３％）

■都内では「賃貸マンション」の空き家が深刻な事態に

■個人住宅の空き家は首都圏郊外で急増中！ 大阪でも深刻な問題に

２．空き家を民泊に活用

①空き家の有効活用対策として脚光

②通常の賃貸住宅よりも高利回りのマンションも出現

・月額１０万の家賃➡ Ａｉｒｂｎｂを利用して一泊１万円×稼働２５日＝２５万円（２．５倍）

③投資商品として「民泊マンション」を売り出す動きも

３．民泊ビジネスに動き出す民間企業

①㈱大京穴吹不動産：戸建てを取得し、民泊施設に改修

②㈱アパマンショップ：契約期間の短期賃貸に対応

③㈱シノケングループ：民泊専用マンションの開発

■空き家対策を通して「民泊事業」に参入する不動産業界の動きに注目
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旅館業法 民泊条例

簡易宿所営業 家主居住型 家主不在型 大阪府

行政への手続き者 事業者 家主 管理者 事業者

行政への申告 許可 届出 登録 許可

営業日数制限 なし 90日～180日 90日～180日 なし

宿泊日数制限 なし なし なし 6泊7日以上

宿泊者人数制限 なし 4～無制限 4～無制限 なし

苦情受付者 事業者 家主 管理者 事業者

フロント設置 原則なし なし なし なし

居室床面積 3.3㎡以上 なし なし 25㎡以上

行政立入検査 あり あり あり 条例で制定

住居専用地域営業 × ○ ○ ×

自動火災報知機 要 未定 未定 要

契約形態 宿泊契約 宿泊契約 宿泊契約 賃貸借契約

民泊新法（検討中）

「旅館業法」「民泊新法」「民泊条例」の比較一覧

※参照：「民泊サービス」の制度設計のあり方について
（「民泊サービス」のあり方に関する検討会最終報告書（案））平成28年6月20日



宿泊施設の整備に着目した容積率緩和制度
【国土交通省】平成２８年６月１３日

■観光立国の推進を図る上で、地方都市も含めた全国において、新築のみならず増改
築・用途変更も含めた多様な宿泊施設の供給を促進し、政策的に誘導することが必要。

都市計画制度（高度利用地区計画、再開発等促進地区、高度利用地区、特定街区）を
活用して、市街地環境に配慮しつつ容積率を緩和することを目的として制定。

１.容積率緩和のパターン

①誘導すべき区域を事前に定めて面的に緩和（高度利用型地区、再開発等促進地区）

②個々のプロジェクト単位で緩和（再開発等促進地区、高度利用地区、特定街区）

２．基本的な考え方（宿泊施設部分の割合に応じた緩和）

例：指定容積率の１．５倍以下、かつ＋３００％を上限に容積率を緩和

３.公共貢献による緩和と併せて行う場合の考え方

例：公共施設整備等の公共貢献による緩和後の容積率の１．５倍以下、かつ＋３００％

を上限に容積率を緩和。

４.留意事項

・【高さ制限等】市街地環境に配慮し、都市計画制度の柔軟な活用により対応

・【駐車場附置義務】立地特性に応じた台数の減免や、既存駐車場の有効活用対応
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「明日の日本を支える観光ビジョン」概要（案）2016.3.30
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「明日の日本を支える観光ビジョン」概要（案）2016.3.30
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